
独立行政法人 国立特別支援教育総合研究所 平成２２年度計画

独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第三十一条の規定により、独立行政法人国立特別

支援教育総合研究所中期計画に基づき、平成２２年度の業務運営に関する計画を次のとおり定める。

Ⅰ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１ 特別支援教育に係る実際的・総合的研究の推進による国の政策立案・施策推進等への寄与及び教

育現場への貢献

（１）国の政策課題及び教育現場のニーズ等に対応した研究の推進

① 特別支援教育のナショナルセンターとして推進する事業領域に係る研究については、中期計画の

類型（特別支援教育政策上重要性の高い課題に対する研究、教育現場等で求められている喫緊の課

題に対応した実際的研究、国内外の障害のある子どもの教育に関する制度・システム等についての

調査研究、障害のある子どもの教育内容・方法等に関する調査研究）に従って取り組んでいる。平

成２２年度においては、平成２０年度に策定した研究基本計画に沿って、戦略領域を計画的に重点

化して取り組むとともに、中期計画の履行に向けて必要な取組を行う。

② これらの研究の推進に当たっては、次の事項に留意するものとする。

平成２２年度年限の研究の成果の取りまとめを着実に行うとともに、平成２３年度以降も継続す

、 、 、 。る研究については 中間報告を実施するとともに 必要に応じ 研究計画の適切な見直しを進める

また、研究基本計画に基づく研究を着実に実行するために最適な研究班を編成して、以下の研究

課題に取り組むとともに、必要に応じて、その他の特別支援教育に求められる研究を行う。

研究課題

１．特別支援教育におけるＩＣＦ－ＣＹの活用に関する研究－活用のための方法試案の実証と普及を

中心に－（平成22年度～23年度） （ロ）

２．特別支援学校における支援システムの充実に向けた総合的研究(1)－特別支援教育体制の取組の

状況とその改善に向けた課題に関する調査研究－（平成22年度） （イ,ハ）

３．特別支援学校における新学習指導要領に基づいた教育課程編成の在り方に関する実際的研究（平

成22年度～23年度） （イ）

４．障害のある子どもへの一貫した支援システムに関する研究－早期から社会参加に至る発達障害支

援の確立と検証－（平成22年度） （イ）

５．特別支援学校高等部（専攻科）における進路指導・職業教育支援プログラムの開発（平成22年度

～23年度） （イ）

６．小・中学校等に在籍している視覚障害のある児童生徒等に対する指導・支援に関する研究（平成

22年度） （ハ,ニ）

７．軽度・中等度難聴児に対する指導と支援の在り方に関する研究（平成22年度～23年度） （ニ）

８．言語障害のある子どもの通常の学級における障害特性に応じた指導・支援の内容・方法の開発に

関する研究－通常の学級と通級指導教室の連携を通して－（平成22年度～23年度） （ロ）

９．肢体不自由のある子どもの特性に配慮した教科指導の改善に関する研究（平成22年度～23年度）

（ロ）

10．特別支援学校（病弱）のセンター的機能を活用した病気の子ども支援ネットワークの形成と情報

の共有化に関する研究（平成22年度～23年度） （イ）

11．特別支援学校（知的障害）高等部における軽度知的障害のある生徒に対する教育課程に関する研

究（平成22年度～23年度） （イ,ロ,ニ）

12．特別支援学級における自閉症のある児童生徒の「カリキュラムアセスメント （仮称）に基づい」

た教育課程編成に関する実証的研究（平成22年度～23年度） （イ,ロ,ハ）

13．発達障害のある子どもへの学校教育における支援の在り方に関する実際的研究－幼児教育から後

期中等教育への支援の連続性－（平成22年度～23年度） （ロ,ニ）

14．発達障害と情緒障害の関連と教育的支援に関する研究－二次障害の予防的対応を中心に－（平成



22年度～23年度） （ロ,ニ）

15．障害のある子どもの今後の教育についての基礎研究－日本社会に即したインクルーシブ教育の実

践に向けて－（平成21年度～22年度） （イ,ハ,ニ）

16．特別支援学校の特性を踏まえた学校評価の在り方に関する実際的研究（平成21年度～22年度）

（イ,ロ）

17．障害の重度化と多様化に対応するアシスティブ・テクノロジーの活用と評価に関する研究（平成

21年度～22年度） （ロ）

18．特別支援学校における障害の重複した子ども一人一人の教育的ニーズに応じる教育のあり方に関

する研究（平成21年度～22年度） （ニ）

19．障害のある子どもの学習言語に関する基礎的研究－授業で使用される教科書及び指導者が使用す

る言語の把握－（平成21年度～22年度） （ニ）

※研究課題末尾の（イ,ロ,ハ,ニ）は中期計画で示した類型であり、下記のとおりとなっている。

イ 特別支援教育政策上重要性の高い課題に対する研究

ロ 教育現場等で求められている喫緊の課題に対応した実際的研究

ハ 国内外の障害のある子どもの教育に関する制度・システム等についての調査研究

ニ 障害のある子どもの教育内容・方法等に関する調査研究

研究の実施に当たっては、都道府県教育委員会、特別支援教育センター、校長会等に対してのニ

ーズ調査を行い、研究を推進する。

③ その他、各部の所掌業務に深く関わる課題については、各部に業務部門を中心としたチームを編

成し、次の研究を実施する。

１）特別支援教育の研究・施策の動向と研究活動の評価に関する基礎資料の収集と分析

２）特別支援教育の充実に向けた基本データ等の収集及び連携・協力等に関する基礎的調査

３）障害のある子どもの教育環境を充実するための教育支援機器及びソフトウェアの整備にかか

る調査

４）教育相談の充実に向けた国内外機関の実態と基本データの収集に関する調査研究－日本人

学校を中心に－

５）発達障害のある子どもの教育に関わる教材教具・支援機器の有用性に関する調査研究

④ 特任研究員制度の活用

前年度に引き続き、特任研究員制度を実施し、大学等の研究機関と連携して研究を推進する。

（２）評価システムの確立による研究の質的向上

① 研究の事前評価として、都道府県教育委員会や特別支援教育センター、校長会等に対して教育現

場のニーズ調査を実施する。

② 研究の中間及び終了後における内部評価及び外部評価を実施し、その結果を、研究班体制を通じ

て、毎年の研究活動の見直しと改善に反映させる。

③ 教育現場等のニーズの一層の反映及び真に必要とされる研究への重点化を図るため、 サイWeb
（ ） 、 （ ）、 （ ），ト上のフォーラム 意見聴取システム を利用して 研究課題の企画立案 事前 実施時 中間

研究成果（事後）をとりまとめる各段階において、教育関係者や保護者等広く国民から直接意見を

聴取する。

④ 評価システムの見直しを進めるとともに、研究エフォート調査結果をもとに研究計画について必

。 、 、要な改善を図る また 研究成果が教育現場等に対し有効に提供・活用されているか否かについて

情報を収集するシステムの構築の検討を始める。

（３）大学等の関係機関等との連携・協力体制の強化による総合的な研究の推進

① 次のとおり、関係機関との連携を強化する。

イ 研究協力者及び研究協力機関と連携するとともに、適宜、研究協議会を実施する。

ロ 重点推進研究及び専門研究において、研究パートナーを広く募集し、研究を推進する （重点。

推進研究及び専門研究の全研究課題の３０％以上で実施）

② 次のとおり、研究機関と協力し、基礎的研究との有機的な連携を図る。



イ 大学等の研究機関等との共同研究を推進する。

ロ 特任研究員制度の導入により大学等の研究機関との連携を推進する。

ハ 筑波大学附属久里浜特別支援学校との相互協力を一層推進する。

（４）研究成果の普及促進等

① 重点推進研究、専門研究等の成果及び国内外の特別支援教育動向の調査・分析等を進め、それに

基づいて文部科学省等の行政施策の企画立案・実施に寄与する。

② 次のとおり、国立特別支援教育総合研究所セミナーⅠ、Ⅱを開催する。

その際、参加者定員の９０％以上の充足率を確保するとともに、参加者８５％以上の満足度を確

保する。

また、セミナーの実施・改善のためのフィードバック機能を強化する。

イ セミナーⅠ

特別支援教育研究の動向や最新研究成果の普及や今日的課題、今後進むべき方向を探るため、

研究発表や参加者との研究協議等を実施する。

実施時期：平成２３年１月２７日～２８日

ロ セミナーⅡ

研究所が実施する研究等の成果発表及び研究協議を実施する。

実施時期：平成２３年２月２８日

③ 次のとおり、研究成果のアウトプットとして、報告書の刊行等を行う。

イ 研究紀要第３８巻を刊行する。

ロ 平成２２年度終了研究課題の研究成果報告書を刊行、必要に応じて、研究中間報告書を刊行す

る。

ハ ガイドブック、マニュアル等を刊行する。

ニ 教材・教具を試作した場合には公開する。

④ 次のとおり、研究成果を発表する。

イ 研究成果を学会等で年間２００件以上発表する。

ロ 発表した研究成果は、教育現場等で活用しやすい形にデータベース化し、Webサイトで公開

する。

⑤ 都道府県等における研究会・研修会への講師の派遣等を実施する。

⑥ 情報通信技術の活用による研究成果の情報提供を行う。

２ 各都道府県等における特別支援教育政策や教育研究及び教育実践等の推進に寄与する指導者の養

成

（１）都道府県等の特別支援教育政策等の推進に寄与する専門性の向上

① 特別支援教育研究研修員制度の実施

各都道府県等において特別支援教育の推進の中核となる教職員を対象に、研究所の「重点推進研

究」や「専門研究」に直接参画し研究を行う「特別支援教育研究研修員制度」を次のとおり実施す

る。

実施期間：平成２２年４月１４日～平成２３年３月１８日

② 受講者に対して作成を求めている、研修成果の活用等に関する事前計画書については、引き続き

年間目標を具体的に設定させた上で提出を求めるとともに、研修の修了直後には、受講者に対し、

研修の内容・方法等についてアンケート調査を実施し、平均８５％以上の有意義であったとのプラ

ス評価を確保する。仮に、８５％を下回った場合には、以降の研修の内容・方法等を改善する。

③ 受講者の任命権者である教育委員会等に対して作成を求めている、研修成果の活用等に関する事

前計画書については、引き続き年間目標を具体的に設定させた上で提出を求める。また、修了１年

後を目途として、教育委員会等に対し、研修成果の還元内容・方法等についてアンケート調査を実

施し、平均８０％以上から研修を効果的に活用できている等のプラス評価を確保する。仮に、８０

％を下回った場合には、以降の研修内容・方法を改善する。

平成２１年度受講者について、２３年１～２月に実施予定



平成２２年度受講者について、２４年１～２月に実施予定

④ 研究所が設定する受講者数に対する実際の受講者の参加率が、毎事業年度平均で８５％以上とな

るよう必要な措置を検討する。

（２）各障害種別に対応する指導者の専門性の向上

① 各都道府県等の障害種別毎の教育の中核となる教職員を対象に、講義・演習・研究協議等を通し

て、その専門性と指導性の向上を図り、各都道府県等の教育実践の充実を図るための特別支援教育

専門研修を実施する。

（第１期）視覚障害・聴覚障害教育コース

募集人員：４０名

実施期間：平成２２年５月１０日～平成２２年７月９日

（第２期）情緒障害・言語障害・発達障害教育コース

募集人員：８０名

実施期間：平成２２年９月６日～平成２２年１１月１１日

（第３期）知的障害・肢体不自由・病弱教育コース

募集人員：８０名

実施期間：平成２３年１月１１日～平成２３年３月１６日

募集人員計：２００名

② 「特別支援教育専門研修」の内容について、研究成果等の普及等を目的とした専門的かつ技術的

な内容や研究協議等の演習形式を多く取り入れたプログラムとしているが、より充実したものとな

るよう検討を進める。検討結果は、次年度以降に反映させる。

③ 受講者が受講した内容を実際の業務や活動の中でいかせるものとなるよう修了直後アンケート等

をもとに次年度に向けたカリキュラム等の見直しを進める。

④ 受講者に対して作成を求めている、研修成果の活用等に関する事前計画書については、引き続き

年間目標を具体的に設定させた上で提出を求めるとともに、研修の修了直後には、受講者に対し、

研修の内容・方法等についてアンケート調査を実施し、平均８５％以上の有意義であったとのプラ

ス評価を確保する。仮に、８５％を下回った場合には、以降の研修の内容・方法等を改善する。

⑤ 受講者の任命権者である教育委員会等に対して作成を求めている、研修成果の活用等に関する事

前計画書については、引き続き年間目標を具体的に設定させた上で提出を求める。また、修了１年

後を目途として、教育委員会等に対し、研修成果の還元内容・方法等についてアンケート調査を実

施し、平均８０％以上から研修を効果的に活用できている等のプラス評価を確保する。仮に、８０

％を下回った場合には、以降の研修内容・方法を改善する。

平成２１年度受講者について、２３年１～２月に実施予定

平成２２年度受講者について、２４年１～２月に実施予定

⑥ 研究所が設定する受講者数に対する実際の受講者の参加率が、８５％以上となるよう、引き続き

年間の研修計画の立案に際して、各都道府県教育委員会等に対してニーズ調査を行い募集人員決定

の参考とする。仮に、実際の受講者の参加率が８５％を下回った場合には、次年度の研修の受講者

数の見直し等、必要な措置を講じる。

⑦ 受講者の事前学習として、研究所 サイトからインターネットを通じ 「特別支援教育の基礎Web 、

理論」の視聴を引き続き義務づけ、研修開始に当たっての共通理解の促進を図る。

（３）国の重要な特別支援教育政策や教育現場の喫緊の課題等に対応する指導者の養成

国の重要な特別支援教育政策や教育現場の喫緊の課題等に対応する指導者の養成を図るため、専

門的かつ技術的な研修を次のとおり実施する。

① 特別支援教育政策上重要性の高い研修の実施（募集人員：１３０名）

・交流及び共同学習推進指導者研究協議会（２日間）

実施期間：平成２２年１１月１８日～平成２２年１１月１９日

・特別支援教育コーディネーター指導者研究協議会（３日間）

実施期間：平成２２年１１月２４日～平成２２年１１月２６日

② 特別支援教育に係る教育現場等の喫緊の課題に対応した研修の実施



（募集人員：１２０名）

・発達障害教育指導者研究協議会（２日間）

実施期間：平成２２年８月５日～平成２２年８月６日

③ 地方公共団体においては単独で実施することが困難な研修の実施

（募集人員：７０名）

・特別支援学校寄宿舎指導実践指導者研究協議会（２日間）

実施期間：平成２２年７月２６日～平成２２年７月２７日

④ 地方公共団体における同種の研修の実施実態把握を踏まえ、研修の必要性、研修内容等に係る見

直しを進める。

⑤ 受講者に対して作成を求めている、研修成果の活用等に関する事前計画書については、引き続き

年間目標を具体的に設定させた上で提出を求めるとともに、研修の修了直後には、受講者に対し、

研修の内容・方法等についてアンケート調査を実施し、平均８５％以上の有意義であったとのプラ

ス評価を確保する。仮に、８５％を下回った場合には、以降の研修の内容・方法等を改善する。

⑥ 受講者の任命権者である教育委員会等に対して作成を求めている、研修成果の活用等に関する事

前計画書については、引き続き年間目標を具体的に設定させた上で提出を求める。また、修了１年

後を目途として、受講者の任命権者である教育委員会等に対し、研修成果の還元内容・方法等につ

いてアンケート調査を実施し、平均８０％以上から研修を効果的に活用できている等のプラス評価

を確保する。仮に、８０％を下回った場合には、以降の研修内容・方法を改善する。

平成２１年度受講者について、２３年１～２月に実施予定

平成２２年度受講者について、２４年１～２月に実施予定

⑦ 研究所が設定する受講者数に対する実際の受講者の参加率が、８５％以上となるよう、次年度の

年間研修計画の立案に際して、各都道府県教育委員会等に対してアンケート調査を行い募集人員決

定の参考とする。仮に、実際の受講者の参加率が８５％を下回った場合には、次年度の研修の受講

者数の見直し等、必要な措置を検討する。

（４）研修評価システムの導入による研修の質的向上

研修評価システムにより、引き続き研究所 サイトで教育関係者や保護者等広く国民から直Web
接意見を聴取し、教育現場等のニーズの一層の反映を検討する。検討結果は、次年度以降に反映さ

せる。

（５）情報通信技術を活用した研修コンテンツの提供

① 各都道府県等において、障害のある児童・生徒等の教育に携わる教員の資質向上を図る取組を支

援するため、研究職員の行う基礎的な内容に係る講義を研究所 サイトを通じた「インターネWeb
ットによる講義配信」として、引き続き全国配信・提供する。

② また、各都道府県等における教員の資質向上を図る取組をさらに積極的に支援するため、より利

便かつ円滑に視聴できるよう開発した特別支援教育に関する各障害領域論等のコンテンツ「特別支

援教育専門性向上 研修講座」を引き続き全国配信・提供する。Web
③ なお、両コンテンツの提供に当たっては、登録機関に対する利用状況等に関するアンケート調査

を引き続き実施し、内容・利便性等の改善に資する。

３ 特別支援教育のナショナルセンターとして担うべき教育相談活動の実施による各都道府県等の教

育相談機能の質的向上

（１）特別支援教育のナショナルセンターとして担うべき個別の教育相談の実施

① 教育相談を次の三つの内容に限定して実施する

イ 臨床的研究のフィールドとして必要な教育相談

ロ 発生頻度の低い障害等の各都道府県等では対応が困難な事例に関する教育相談

ハ 国外に在住する日本人学校等の保護者等からの教育相談

・通信及び来所による教育相談の実施

・日本人学校等からの依頼による相談の実施



・ を活用した日本人学校への支援の実施ICT
、 、 。② ①の教育相談の実施に当たっては 満足度アンケートを実施し ８０％以上の満足度を確保する

（２）各都道府県等における教育相談機能の質的向上に対する支援

① 教育相談実施機関の自己解決力の向上を推進

イ 環境全般に渡る総合的なアセスメントを含めた学校コンサルテーションを推進する。

ロ イの総合的なアセスメントを含めた学校コンサルテーションを評価するため、有用度アンケー

トを実施し、８０％以上からプラスの評価を確保する。

② 各都道府県等における教育相談機能等の質の向上に貢献

イ 次のとおり、教育相談やコンサルテーション事例等を蓄積したデータベースの活用を図るため

の取組を推進する。

ａ データベース掲載事例をより一層充実させ、情報を共有化するため、教育センター相談連携

連絡協議会を開催する。

ｂ データベースの利活用状況等を評価するため有用度アンケートを実施し、プラス評価が８０

％を下回った場合には、内容等の改善を図る。

ロ 教育相談年報第３１号を刊行する。

（３）臨床的研究を踏まえた教育相談に関する研究の推進

① 総合的なアセスメントに関する実際的評価法を作成する。

② 海外在住邦人等への教育相談支援のため、日本人学校等の実態を調査するとともに、国内関係機

関との連携を充実させる。

③ 調査結果をもとにした情報を、関係教育機関、教育相談機関、企業等に発信する。

４ 特別支援教育に関する総合的な情報提供体制を充実し、研究者・教職員等の研究や専門性、指導

力の向上に必要な知識等を提供

① 特別支援教育のナショナルセンターとして、特別支援教育に係る総合的な情報を提供し、閲覧や

貸出等のニーズに対応する。

イ 大学における研究成果も含めた特別支援教育に関する国内外の図書・資料等（とりわけ実践研

究の論文・資料）を収集・蓄積し、購入・製本により年間１，２００冊を目途に増加させる。

ロ 利用者に対して、特別支援教育に係る情報を入手できたかどうかアンケート調査を行い、８５

％以上の満足度を確保する。

ハ 特別支援教育に関する基礎的情報や研究所の研究成果等の普及を図るため、研究所の公開を実

施する。

② 研究所の所有する特別支援教育関係文献目録、特別支援教育実践研究課題、所蔵雑誌・資料等、

所蔵図書目録に関する情報のデータベース化、研究所 サイトを通じた利用体制を構築する。Web
イ データベース登録件数を年間６，０００件を目途に増加させる。

ロ データベースアクセス件数を年間５００，０００件確保する。

③ 研究所の重点推進研究・専門研究等の研究成果報告書及び刊行物については、 サイトからWeb
閲覧できるよう措置する。

④ 特別支援教育に関する最新の動向や研究成果の普及を図るため、引き続き、メールマガジン講読

希望者を サイトより募集するとともに、メールマガジンを月１回程度配信する。Web
⑤ 前年度に引き続き、発達障害教育情報センターのWebサイトにおいて提供する内容について、よ

り一層充実させるとともに、Webサイトの機能の充実に努める。

５ 諸外国の研究機関との連携・協力、交流の推進及びアジア諸国における特別支援教育の発展・充

実に向けた国際貢献

（１）諸外国の研究機関との連携・協力、交流の推進による特別支援教育の国際的な情報発信センタ

ー機能の充実



① 海外の障害のある子どもの教育に関する制度等の国際比較研究を推進する。

イ 平成２２年度において、外国調査研究協力員制度を実施する。

ロ 諸外国の情報を収集・分析する。

② 研究員の国際学会等への参加発表のため１０名以上の研究員を派遣する。

③ アジア・太平洋の国々との情報交流の拠点としての機能の整備を進める。

イ アジア・太平洋の国々との情報交流の拠点としての機能の整備を進める。

ロ アジア・太平洋特別支援教育国際セミナー参加国の情報を収集・発信する。

ハ 我が国の特別支援教育の取組や研究成果を国外に対し紹介する。

④ 研究所の研究成果を広く海外に紹介するためのニューズレター（英文）を年１回以上発行する。

⑤ アジア・太平洋地域の特別支援教育の発展に資するため、次のとおり、特別支援教育ジャーナル

等を刊行する。

イ アジア・太平洋特別支援教育国際セミナー参加国の特別支援教育施策等を掲載する「特別支援

教育ジャーナル」の刊行

ロ 研究所研究員の海外事情調査等を取りまとめた「世界の特別支援教育」の発行

ハ 研究所の英文紀要「 」 .10の刊行NISE Bulletin Vol

（２）特別支援教育の発展・充実に向けた国際貢献の推進

① 第３０回アジア・太平洋特別支援教育国際セミナーを開催する。

開催時期：平成２２年１２月７日～平成２２年１２月９日

② 諸外国における特別支援教育の発展を支援するとともに、政府の要請に応じ、国際会議等へ研究

員を派遣する。

、 。③ 交流協定に基づく外国人研究者との研究交流 外国人研究者の招聘等による研究交流を実施する

イ 日韓特別支援教育セミナーを開催する。

・第１１回

（開催国、実施時期については、韓国国立特殊教育院と協議して決定する ）。

ロ 年間２０名以上の外国人研究者を受け入れる。

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

（１）下記により、対前年度比で一般管理費３％以上、業務経費１％以上の業務の効率化を図る。

① 研究課題の精選を行うとともに、全ての研究課題に実施年限(原則２年)を設けることにより予算

の重点化とコストの削減を行う。

② 共同研究者等を全国から公募する「研究パートナー制度」を活用し、お互いの持つ研究資源の共

有による質の高い研究を推進する。

③ 教育相談について各都道府県等へのコンサルテーションを通して、各都道府県の教育相談能力の

向上に寄与する事業を引き続き推進する。

、 。④ 研究所内のLANを活用したイントラネットにより 各種事務手続きのペーパーレス化を推進する

⑤ 職員への省エネルギー対策に関する周知を行い、冷暖房機の温度設定などの徹底を図り、光熱水

料の縮減を図る。

⑥ 契約については、一般競争入札の原則を堅持していく。

（２）事務手続きの簡素化の推進により、業務量の削減を図る。

（３ 「行政改革の重要方針 （平成17年12月24日閣議決定）を踏まえ、対前年度比で１．０％以） 」

上の人件費の削減を行う。

（４）国家公務員の給与構造改革を踏まえて、役職員の給与について必要な見直しを進める。

Ⅲ 予算、収支計画及び資金計画

（１）平成２２年度予算



収入 1,189,256千円

運営費交付金 1,138,263千円

施設整備費補助金 47,508千円

雑収入 3,485千円

支出 1,189,256千円

運営費事業 1,141,748千円

人件費 813,723千円

業務経費 328,025千円

施設整備費補助金事業 47,508千円

（２）平成２２年度収支計画

費用の部 1,141,748千円

収益の部 1,141,748千円

（３）平成２２年度資金計画

資金支出 1,189,256千円

・業務活動による支出 1,141,748千円

・投資活動による支出 47,508千円

資金収入 1,189,256千円

・業務活動による収入 1,141,748千円

・投資活動による収入 47,508千円

Ⅳ 外部資金導入の推進

競争的資金について、採択の向上に努めるとともに、施設利用料、寄附金、間接経費・受託収入

等の収入について、目標額の確保に努め、経営の効率化を図る。

目標額：１２，７００千円

Ⅴ 会計処理システムによる財務管理や会計処理の実施

会計処理システムによる適正な財務管理・運営を実施する。

Ⅵ 剰余金の使途

研究の高度化・高品質化のための経費に充当する。

Ⅶ その他主務省令で定める業務運営に関する事項

（１）筑波大学附属久里浜特別支援学校との連携

国として、喫緊かつ重大な課題である特別支援学校等における自閉症の教育研究に資するため、

筑波大学の基礎研究と本研究所の実際的な研究との密接な協力を推進する。

① 自閉症に関する研究における連携・協力

② 自閉症セミナーの共催及び研究協議会への参画

（２）施設・設備に関する計画

① 施設設備の整備

・水槽類更新等（構内受水槽、高架水槽）

② 特別支援教育に関する基礎的情報や研究所の研究成果等の普及を図るため、研究所の公開を実施

［再掲］

（３）人事に関する計画

① 特任研究員の委嘱

② 研究職員及び事務系職員の人事交流の実施


